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要
旨

本
法
律
案
は
、
特
殊
支
配
同
族
会
社
の
業
務
主
宰
役
員
に
対
し
て
支
給
す
る
給
与
の
額
の
損
金
算
入
を
制
限
す
る
制
度
に
つ

い
て
は
、
中
小
企
業
に
過
大
な
負
担
を
生
じ
さ
せ
る
も
の
で
あ
り
、
さ
ら
に
、
実
質
的
な
一
人
会
社
と
は
い
え
な
い
中
小
企
業

に
ま
で
広
範
に
適
用
が
及
ぶ
結
果
と
な
っ
て
お
り
、
中
小
企
業
の
活
性
化
を
阻
害
す
る
要
因
と
な
っ
て
い
る
こ
と
、
我
が
国
の

租
税
体
系
に
お
け
る
整
合
性
と
い
う
点
に
お
い
て
問
題
が
あ
り
、
法
人
課
税
上
の
新
た
な
不
公
平
を
生
じ
さ
せ
る
お
そ
れ
の
あ

る
制
度
と
な
っ
て
い
る
こ
と
等
に
か
ん
が
み
、
こ
れ
を
廃
止
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一

特
殊
支
配
同
族
会
社
の
役
員
給
与
の
損
金
不
算
入
制
度
に
係
る
規
定
を
削
除
す
る
。

二

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
一
年
六
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

な
お
、
本
法
律
施
行
に
よ
り
歳
入
減
と
な
る
額
は
、
平
年
度
約
百
六
十
億
円
の
見
込
み
で
あ
る
。


